
制度の整備状況
（１）【働き方の制度】　　　　　　　　　　
	
	導入した制度等
	人数
	要件等

	１
□
	フレックス
タイム制度　
	
	□労働時間の管理体制を整備した。　

	
	· 
	
	【制度導入前の始業・終業時間】　　：　　～　　：　　

	
	· 
	
	【根拠規程等】
【適用条件】

	２
□
	短時間
勤務制度
	
	□短時間勤務制度の要件（定義）に適合している。

□基本給、賞与、退職金等の労働条件が、同一の事業主に雇用される正規雇用労働者と同等である。

	
	· 
	
	【根拠規程等】

【適用条件】

	３

□
	テレワーク
制度
	
	□自宅利用型（在宅勤務制度）には該当しない。

□労働時間の管理体制を整備した。　
□勤務を行うにあたり必要な事項を定めた。　

	
	· 
	
	【根拠規程等】
【適用条件】

	４

□
	在宅勤務
制度
	
	□労働時間の管理体制を整備した。
□勤務を行うにあたり必要な事項を定めた。

	
	· 
	
	【根拠規程等】
【適用条件】

	５

□
	勤務間
インターバル制度
	
	□通常の勤務時間が休息時間となった場合、休息時間は勤務免除とし、賃金を減額していない。

□労働時間の管理体制を整備した。　

	
	· 
	
	【根拠規程等】

【適用条件】

	６

□

	朝型の働き方

	
	□実施期間中、時間外労働を原則行わないことについて社内通知等を行う。（制度要件①のアに該当する場合）

	
	
	
	【導入前の始業・終業時間】　　　　～

【導入後の始業・終業時間】　　　　～


	
	
	
	【根拠規程等】

【適用条件】

	７

□

	週休３日制度
	
	□１週間の所定労働時間が制度導入前より長くなっていない。

□週３日の所定休日の労働の割増率が、３割５分以上について就業規則に明記されている。

	
	
	
	【変形労働時間制度導入の有無】　有　無

	
	· 
	
	【根拠規程等】

【適用条件】


（２）【休み方の制度】　
	
	導入した制度等
	人数
	要件等

	１

□
	業務繁閑に応じた休業日の設定
	
	□休業日は休日または有給の休暇としている。

	
	
	
	【根拠規程等】

【適用条件】

	２
□
	年次有給休暇の計画的付与制度
	
	【根拠規程等】
【適用条件】

	３
□
	記念日等
年次有給休暇制度
	
	□年次有給休暇(法定付与分・労働基準法第39条)とは異なる休暇であり、毎年付与することができる特別休暇である。

	
	
	
	【休暇名】

	
	· 
	
	【根拠規程等】
【適用条件】

	４
□
	時間単位での年次有給休暇制度


	
	□年次有給休暇(法定付与分)に対し、時間単位付与は５日以内である。

	
	· 
	
	【根拠規程等】
【適用条件】

	５
□
	連続休暇制度
	
	□原則有給の休暇としている。無給の場合は労使協定で定めている。

	
	
	
	【休暇名】

	
	· 
	
	【根拠規程等】
【適用条件】

	６
□
	リフレッシュ等休暇制度
	
	□原則有給の休暇としている。無給の場合は労使協定で定めている。

	
	
	
	【休暇名】

	
	· 
	
	【根拠規程等】
【適用条件】

	７
□
	育児・子育て・介護等目的休暇制度
	
	□原則有給の休暇としている。無給の場合は労使協定で定めている。

	
	
	
	【休暇名】

	
	· 
	
	【根拠規程等】
【適用条件】


※制度についての必要な要件は、働き方改革宣言奨励金の制度整備事業と同様とする。
※人数欄には、制度対象者人数を記入すること。

※整備した制度について□欄にチェック（✔）を行い、必要事項を記入すること。
様式第１号（第９条関係）別紙１









